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税金の役割
自治体や国が事業やサービスを行う際、その費用は、主に住民・国民の皆さんに分担していただいて
います。それが【税金】です。たとえば、神戸市の 2024 年度一般会計当初予算額 9,057 億円のうち、
34.6％に当たる 3,133 億円が市税によるものです。
市と県では、その地域の住民が、自ら選んだ首長（市長や知事）、議会の議員を通じて、自分たちの市
や県の実情に応じた、主体的な運営をします。このことを【自治】といいます。
その費用となる市税や県税には、その人に所得があるかないか、その所得の額、資産をお持ちかどう
かなどに応じて負担していただくものや、その地域に住む住民がみんなで分かち合う「会費」のように
負担していただくものがあります。
集められた税金は、福祉の充実や教育・文化の振興、インフラの整備など、皆さんの生活向上のため
に使われます。
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第１章　わたしたちの市税
　現在、神戸市で皆さんに負担していただいている市税は次のとおりです。
　大きく分けて【普通税】と【目的税】があります。

1.	 個人の市民税・県民税（個人住民税）
市民税は、個人が払う個人市民税・県民税と企業が払う法人市民税とに分かれます。	
ここでは、個人市民税・県民税について説明します。なお、個人市民税と個人県民税を合わせて【個
人住民税】と呼びます。
個人住民税は、県民税も市民税の納付先である神戸市に合わせて納付します。その後、	
神戸市で手続きを行い、兵庫県へ払い込んでいます。
個人住民税には、定額で課税される「均等割」と、前年の所得に応じて課税される「所得割」
があります。

	⁃ 個人住民税が課税されない人（非課税の人）
①	生活保護法の規定による生活扶助を受けている人
②	 障害者、未成年者、寡婦またはひとり親で、前年の合計所得金額が 135 万円以下の人
③	 �前年の合計所得金額が次の計算で求めた額以下の人	
35 万円 ×( 同一生計配偶者＋扶養親族数＋ 1）＋ 10 万円＋ 21 万円 	
21 万円は、同一生計配偶者または扶養親族のある人にのみ加算します

	⁃ 均等割のみ課税される人
①	 �上記③に該当しない場合で、前年の総所得金額等が次の計算で求めた額以下の人	
35 万円 ×( 同一生計配偶者＋扶養親族数＋ 1) ＋ 10 万円＋ 32 万円 	
32 万円は、同一生計配偶者または扶養親族のある人にのみ加算します

②	 �事務所・事業所・家屋敷課税：1 月 1 日時点に神戸市内に事務所・事業所・家屋敷
を有する方で、同じ区内に住所がなく、かつ前年中に一定の所得があった人
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	⁃ 均等割・所得割とも課税される人
1 月 1 日時点に神戸市内に住所があり、一定の収入を得ている人。
未成年や１月２日以降に他の市町村へ引っ越した場合でも、神戸市に個人住民税を納めます。

税の用語
【合計所得金額】とは、分離して課税される所得も含んだ所得金額の合計額で、雑損失・
純損失等を繰越控除する前の金額をいいます。
【総所得金額等】とは、合計所得金額から雑損失・純損失等を繰越控除した後の金額をい
います。
【同一生計配偶者】とは、納税義務者と生計を一にする配偶者で、前年の合計所得金額が
48万円以下の人をいいます。

	⁃ 税額の計算方法（県民税も合わせて計算します）
①	収入金額から必要経費等を引き、所得金額を求めます。（詳しくは P4）	

	 収入金額 　 ―　 必要経費等 　＝　 所得金額 	
	
②所得金額から所得控除額（詳しくはP5）を引き、課税対象となる所得金額（課税標準額）	
　を求めます。	

	 所得金額 　―　 所得控除額 　＝　 課税標準額 	
	
③課税標準額に所得割の税率 10％をかけた後、税額控除額 ( 詳しくは P7) を引き、	
　所得割額を求めます。	

	 課税標準額 　×　 税　率 　―　 税額控除額 　＝　 所得割額 	
	
④所得割額と均等割額を足したものが、個人住民税の税額です。	

	 所得割額 　＋　 均等割額 　＝　 税　額

個人住民税の税額シミュレーション
税額の試算および個人住民税の申告書の作成がインターネットでできます。
詳しくは「税額シミュレーション」 
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（1）	所得金額の算出方法
所得の種類は 10 種類あり、収入からその収入を得るためにかかった費用 ( 必要経費）や決め
られた金額を差し引いて計算します。この差し引くことを【控除】といいます。
計算方法は所得の種類に応じて下表のとおりです

給与所得控除額

給与収入は、必要経費にかわるものとして、収入金額に応じて給与所得控除額を控除します。
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配偶者の給与収入に対する個人住民税／所得税の課税・非課税と配偶者控除の関係

配偶者の給与収入と納税義務者が受ける配偶者控除／配偶者特別控除の詳細

配偶者（特別）控除は、配偶者の給与収入に応じて控除金額が段階的に減少します。
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扶養親族の給与収入に対する個人住民税／所得税の課税・非課税と扶養控除の関係

所得金額調整控除額

❶または❷に該当する場合、給与所得から所得金額調整控除額を控除します。
❶給与収入金額が 850 万円超で（イ）～（ハ）のいずれかに該当する。
（最大控除額：15 万円）
（イ）本人が特別障害者
（ロ）23 歳未満の扶養親族がいる
（ハ）同一生計配偶者または扶養親族が特別障害者
❷給与所得と公的年金等にかかる雑所得の両方があり、その合計金額が 10 万円を
　超える。（最大控除額：10 万円）

公的年金等控除額

公的年金等収入から、必要経費にかわるものとして、年齢と年金の収入金額に応じた公的年金
等控除額を控除します（下表は、公的年金等にかかる雑所得以外の所得の合計所得金額が 1,000
万円以下の場合の表）。
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（2）	所得控除
所得金額から、個人住民税がかかる人の実情に合った税負担となるように、配偶者や扶養親族
の有無、病気や災害などでの臨時的な出費の有無など、個人的な事情に応じて所得控除額を控除
します。
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（3）	均等割額と所得割の税率と森林環境税（国税）の税額
市民税と県民税の税率と負担額は以下のとおりです。

　�市民税 3,400 円のうち、400 円は認知症「神戸モデル」の負担額です。	
県民税 1,800 円のうち、800 円は森林や都市の緑の整備に使われる「県民緑税」です。	
森林の整備およびその促進に関する施策の財源として、国内に住所がある個人に森林環境税

（国税）が課税され、年額 1,000 円を住民税の均等割と合わせて納付します。森林環境税の税収
の全額は森林環境譲与税として都道府県・市町村へ譲与されます。

（4）	税額控除
税額控除とは、税額を算出した後にその税額から差し引く金額のことで、次のような控除があります。

調整控除

税源移譲に伴う所得税と個人住民税の人的控除額の差による負担増を調整するために、所得割額から	
次の額を控除します（合計所得金額が 2,500 万円を超える場合、調整控除は適用されません）。

住宅借入金等特別税額控除

2009年 1月～ 2025年 12月に住宅に入居し、所得税の住宅ローン控除を受けている人で、所得税から引き	
きれなかった額がある場合には、個人住民税の所得割額から次のいずれか少ない金額を控除します。
●所得税の住宅ローン控除可能額のうち所得税において引ききれなかった額
●所得税の課税総所得金額等の合計額に 5％を乗じて得た額 ( 最高 97,500 円 )	
ただし、2014年4月から2021年12月に入居された人(住宅の取得等が特定取得である場合)、または2022年居住開始分で
特例の延長等に該当する人は、所得税の課税総所得金額等の合計額に7%を乗じて得た額（最高136,500円）

住宅借入金等特別税額控除を受けるには入居した年分の所得税の確定申告をしてください。	
2 年目以降は勤務先での年末調整または所得税の確定申告において所得税の住宅ローン控除
の申告をしてください。個人住民税については、申告などの手続きは原則不要です。
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寄附金税額控除

兵庫県共同募金会、日本赤十字社兵庫県支部、都道府県、市町村、特別区、神戸市が条例で指
定した団体に対して寄附をした場合、次の計算による額を控除します（寄附金の合計額が 2,000
円超の場合に限る）。

控除額＝次の❶❷のいずれか少ない額 ×10％（10％の内訳：市民税 8％、県民税 2％）
❶寄附金の合計額－ 2,000 円
❷総所得金額等 ×30％－ 2,000 円

他の都道府県等が条例で指定した団体であっても、神戸市もしくは兵庫県が指定していない場
合には寄附金税額控除を受けることはできません。神戸市が条例で指定した団体はホームページ

でご確認ください。

詳しくは ▶　「神戸市の条例指定寄附金のご案内」

ふるさと納税
寄附金に、都道府県、市町村、特別区に対する寄附金が含まれる場合には、前記に加えて
次の額が加算されます。これを特例控除額といい、所得割額の 2割が上限です。
特例控除額＝ (都道府県・市町村・特別区への寄附金額－ 2,000 円）
　　　　　　 ×（90％－寄附した人に適用される所得税率）

ふるさと納税ワンストップ特例制度
確定申告の必要のない給与所得者等がふるさと納税を行った場合、ふるさと納税を行った自治体に申
請書を提出することで、確定申告を行わなくても寄附金控除を受けられるという制度です。
なお、5団体を超える自治体にふるさと納税を行った場合などは、ワンストップ特例制度の適用が受
けられません。その場合は、確定申告をしてください。
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ふるさと納税ワンストップ特例が適用される場合の流れ

配当控除

株式の配当所得がある人は、次の額を控除します。	
なお、上場株式等の配当について「申告分離課税」を選択する場合、配当控除はありません。

外国税額控除

外国で、その国の所得税などを課された場合に、個人住民税額から控除します。
所得税に外国税額控除が適用され、所得税から外国税額控除額を控除しきれない場合に、まず
県民税の所得割から控除しきれなかった額を控除します。それでも控除しきれなかった場合には、
市民税の所得割から所得税の控除限度額の 24％を上限として控除します。

配当割額控除・株式等譲渡所得割額控除

配当割または株式等譲渡所得割が特別徴収された場合に、これらの事項に関して確定申告する
と、個人住民税の所得割から、配当割または株式等譲渡所得割の相当額を控除します。個人住民
税の所得割から控除しきれなかった場合は、順次、個人住民税の均等割、森林環境税、他の未納
の市税に充当し、なお額が残るときは、当該金額を還付します。
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	⁃  課税の特例（分離課税）

総合課税と分離課税

所得割額を計算する場合、前年の所得金額については、原則すべての所得を合計して計算します。
これを「総合課税」といいます。一方、土地・建物等の譲渡所得や退職所得などについては、他
の所得と区別して、特別な方法で税額を計算する特例があります。これを「分離課税」といいます。
分離課税分の税額は、退職所得の分離課税を除き、所得のあった翌年に納付します。土地・建
物等の譲渡を行った翌年は、個人住民税の税額が増える場合があります。

（1）	退職所得の課税の特例
退職金などに対する個人住民税は、他の所得とは分けて計算します。勤め先の会社などが退職
金などを支払う際に支払金額から差し引きます。差し引いた個人住民税は、退職金などの支払い
を受けるべき日（通常は退職日）の属する年の 1 月 1 日に居住する市町村に納付します。

税額＝（収入金額－退職所得控除額）×1/2(＊１)×10％ (＊２)

＊１　役員等で勤続年数 5 年以下の人は、1/2 控除はありません。2022 年 1 月 1 日以後に支払を受けるべき退職	
	 　　金等より、役員等以外の勤続年数 5 年以下の人は、退職所得控除額を控除した残額のうち 300 万円を超え	
	 　　る部分の 1/2 控除はありません。1,000 円未満の端数は切り捨てます。
＊２　市民税と県民税はそれぞれ別に計算します。10％の内訳は市民税6％、県民税4％です。100円未満の端数は切り捨てます。

退職所得控除額

（2）	その他の分離課税
個人が土地・建物等または株式等を売った（譲渡した）場合の利益（譲渡所得）などは、	
他の所得と分けて所得割の額を計算します。

退職所得控除額は勤続年数に応じて計算します。
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	⁃ 申 告

個人住民税の申告

市内に住所がある人は、毎年 2月から 3月 15日までの間に個人住民税の申告が必要です。なお、
所得税の確定申告をした人や、次の人は個人住民税の申告は不要です。
	⁃前年中の収入が給与だけで、勤め先から給与支払報告書が提出されている人
	⁃前年中の収入が公的年金等だけで、年金支払者から公的年金等支払報告書が提出されている人
	⁃前年中の合計所得金額が次の計算で求めた額以下の人
	 35 万円 ×（同一生計配偶者＋扶養親族数＋ 1）＋ 10 万円＋ 21 万円
	（21 万円は同一生計配偶者または扶養親族のある人のみ加算します）

上記の場合であっても、年末調整ができない医療費控除や雑損控除などの適用を受ける場合や、所
得に関する証明書（非課税の証明書など）が必要な人は、所得税の確定申告または個人住民税の申告
が必要です。
また、公的年金等の収入が 400 万円以下で、公的年金等以外の他の所得の金額が 20万円以下の人
は確定申告が不要です（還付申告を除く）が、公的年金等支払報告書に記載のない控除の適用を受け
る場合や、公的年金等以外の所得がある場合など、個人住民税の申告が必要になる場合があります。

申告先▶ 市民税課　個人市民税担当

給与支払報告書の提出

勤め先などが前年中に従業員に給与を支払った場合、勤め先が毎年１月 31 日までに給与支払
報告書を作成して、従業員が住む市町村へ提出します。

提出先 ▶ 法人税務課　特別徴収担当

	⁃ 納付方法
（1）	会社などに勤めている人　　給与からの特別徴収

神戸市から勤め先と本人に税額をお知らせします。お勤め先が、１年分の税額を年 12 回に分
けて、毎月の給与から差し引いて、神戸市へ納付します。これを【特別徴収】といいます。

納　期 ▶６月～翌年５月まで毎月

（2）	年金を受給している人（65歳以上）　 年金からの特別徴収
神戸市から年金の支払者と本人に税額をお知らせします。年金支払者が１年分の税額を年６回
に分けて、年金支給月ごとに年金から引き落として、神戸市へ納付します。

年金からの特別徴収の対象者
次の❶～❹すべてに当てはまる人が対象です。
❶ 公的年金などを受給している満 65歳以上の人
❷ 公的年金などにかかる所得に対して個人住民税が課税される人
❸ 年額 18 万円以上の老齢基礎年金、老齢年金、退職年金などを受給している人
❹ 4 月 1日現在、神戸市の介護保険料が年金から引落しされている人
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引落し時期

	⁃引落し（特別徴収）を開始する年度

	⁃前年度から続けて引落し（特別徴収）をする年度

（3）	自営業の人など　年４回の普通徴収
（１）（２）にあてはまらない人の場合は、毎年６月に神戸市から届く納税通知書兼納付書で、	
1 年分の税額を一括または年４回に分けて納付します。

納　期 ▶ 6 月末、8月末、10 月末、1月末　　　※末日が土・日・祝日にあたる場合は翌平日

個人住民税と所得税の違い
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	⁃ 個人住民税の免税・減免
免税・減免には次のようなものがあります。
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2.	 法人の市民税	 	 	 	 	 	 	 	 	
法人市民税は、市内に事務所、事業所 ( 以下「事務所等」といいます）または寮等をもつ法人
のほか、法人でない社団等にもかかる税金です。法人の規模に応じて決まる「均等割」と、法人
税（国税）の額に応じて決まる「法人税割」から成り立っています。

	⁃ 法人市民税を納める人（納税義務者）

	⁃ 税額の計算方法
例えば、中央区と垂水区と西区に事務所等を設けている法人の場合、税額は次のとおりです。

均等割の年税額

均等割額は下表の額を区ごとに算定し課税します。
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法人税割の税率

法人税割額＝法人税（国税）額 × 税率 ( 下表のとおり )

	⁃ 申告と納付方法
下表の提出期限内に、法人税務課に申告し、納付書または eLTAX による電子納税によって納
付します。なお、大法人等については、eLTAX による電子申告が義務化されています。

	⁃ 異動が生じた場合の届出
神戸市内で新たに法人を設立、もしくは事務所等を開設した場合、または資本金の変更、事務
所等の移転等、既に神戸市に届出している事項に変更があった場合は、「法人設立・開設届」「法
人の異動届」を法人税務課へ提出してください（eLTAX による届出もできます）。届出の様式は
ホームページからダウンロードできます。
なお、法人市民税とは別に、法人税（国税）、法人県民税および法人事業税（県税）に関しても
届出が必要です。

詳しくは ▶ 税務署、県税事務所にお問い合わせください。
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	⁃ 市税の電子申告・電子納税（eLTAX）
地方税ポータルシステム（eLTAX：エルタックス）を利用して従業員の給与支払報告書等を	
電子的に一括提出できます。個別の市町村を宛先に設定する必要もありません。

（1）	 神戸市が提供している申告、申請・届出手続のサービス

（2）	共通納税システム（PCdesk）で納税できる神戸市税
	⁃法人市民税
	⁃事業所税
	⁃個人住民税（特別徴収分、退職所得分）
	⁃入湯税
	⁃市たばこ税

詳しくは ▶「事業者の方」「eLTAX」  
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3.	 固定資産税・都市計画税
固定資産税・都市計画税は、固定資産を所有している人に課税される税金です。税額は固定資
産の価格を基に計算します。なお、都市計画税は、市街化区域内の土地・家屋に対して、固定資
産税とあわせて課税されます。

	⁃ 固定資産とは
土地・家屋・償却資産を総称したもの

	⁃ 固定資産税・都市計画税を納める人（納税義務者）
毎年 1 月 1 日（賦課期日）現在に固定資産を所有している人

	⁃ 税額の計算方法

（1）	固定資産の価格
固定資産の価格（以下「評価額」といいます）は、総務大臣が定める固定資産評価基準に	
基づいて評価して決定します。
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（2）	評価の方法

土地

宅地の評価
2024 年度の宅地の評価は、基準年度（2024 年度）の前年（2023 年）の 1 月 1 日の地価公示
価格および不動産鑑定士による鑑定評価から求めた価格の 7 割を目途とした価格を基礎として、
宅地の評価方法により行います。
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農地・山林の評価
状況の類似する地区ごとに、標準的な田・畑・山林を選定し、その価格に比準して各土地を評
価します。
ただし、市街化区域に存在する農地（市街化区域農地）および農地法により宅地等への転用許
可を受けた農地等並びに市街化区域に存在する山林等については、状況が類似する宅地の価格に
比準して評価します。
なお、神戸市内の市街化区域農地（特定市街化区域農地）は、P25 ページ「（2) 市街化区域農
地に対する特例措置」にあるとおり、課税の適正化措置（宅地並課税）が定められています。
また、指定を受けてから 30 年を経過していない生産緑地地区および特定生産緑地地区の指定
を受けた農地は、一般農地として評価します。

雑種地等の評価
付近の土地の価額に比準して評価します。

家屋

家屋の評価は、総務大臣が定める固定資産評価基準に基づき、下記の方法により行います（再
建築価格方式といいます）。そのため、実際に要した建築費用（請負金額・購入価格）とは異な
ります。また、建築費の何割というものではありません。

詳しくは「家屋の評価」	
減額措置については、P28 ～ P30「家屋の固定資産税の減額措置」を参照

土地・家屋の評価替え
　土地と家屋の評価額は、3年ごとに見直し（評価替え）を行います。この見直しを行う年
度のことを基準年度といい、2024 年度がこれにあたります。見直した評価額は、原則とし
て次回の基準年度（2027 年度）まで 3年間据え置きます。
　ただし、土地の分合筆や地目変更等、家屋の新築・増改築や一部取り壊し等があれば、そ
の翌年度に新しい評価額を決定します。
　また、土地については、基準年度以外の年度においても地価の下落が認められる地域につ
いて、特例措置として簡易な方法により評価額を修正します。
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償却資産

償却資産の評価は、取得価額を基にして、取得後の経過年数に応じた価値の減少（減価）を考慮し、
資産 1 品ごとに評価します。

	⁃前年中に取得した償却資産　評価額＝取得価額 ×（1 －減価率 ÷2）
	⁃前年より前に取得した償却資産　評価額＝前年度の評価額 ×（1 －減価率）

償却資産の申告

償却資産を所有している人は、毎年 1 月 1 日現在の資産の状況（資産の種類、名称、取得時期、
取得価額、耐用年数等）を記載した償却資産申告書を 1 月 31 日までに提出する必要があります。
なお、リース資産については通常リース会社が納税義務者ですが、譲渡条件付リース等で、使用
者が申告する必要がある場合があります。取扱いが不明な場合はリース会社に確認してください。
地方税法の規定により、非課税となる資産、課税標準の特例が適用される資産、または市税条
例の規定により税額が減免される資産がある場合は、別途申告書の提出が必要です。

詳しくは▶「 償却資産（固定資産税）の申告」  
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（3）	課税標準額
課税標準額とは、税額を算出するための基礎となるものです。
原則、評価額が課税標準額です。ただし、課税標準の特例（住宅用地に対する特例措置（P25）
等や負担調整措置（P25）等）の適用を受ける場合、課税標準額が評価額より低くなる場合があ
ります。

（4）	免税点
同一区内に同一人が所有する各資産の固定資産税の課税標準額の合計額が、次の金額未満の場
合は、固定資産税・都市計画税は課税されません。

（5）	減免
次のような事由が発生した際には、税額が減免される場合があります。減免を受けるためには、
減免事由発生の日から 10 日以内に、減免申請書と減免事由を証する書類の提出が必要です。

	⁃生活保護法による生活扶助を受けたとき
	⁃神戸市の公共事業により、土地、家屋が使用収益できないとき
	⁃震災、風水害等で固定資産が滅失、甚大な損害を受けたとき
	⁃神戸市に固定資産を寄付したとき
	⁃相続税として固定資産を国に物納したとき

	⁃ 納付方法
毎年 4 月に固定資産税担当から納税通知書および納付書を送付しますので、納付書により	
一括または年 4 回（4 月、7 月、12 月、翌年 2 月。※土・日・祝日が該当すればその翌日）に
分けて納付します（口座振替をしている場合、納付書は添付されません）。
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	⁃ 情報開示
（1）	路線価等の公開

路線価とは、市街地等において街路に付けられた価格のことであり、具体的には、その街路に
接する標準的な宅地の 1㎡当たりの価格をいいます。

（2）	縦覧制度
神戸市内に所有する土地または家屋の評価額と、所有物件と同一区内に所在する他の土地また
は家屋の評価額を比較するため、「土地価格等縦覧帳簿」または「家屋価格等縦覧帳簿」を無料
でご覧いただけます。
縦覧期間は、例年 4 月 1 日から４月 30 日（土・日・祝日が該当すればその翌日）です。

縦覧場所　新長田合同庁舎４階
※本人確認書類（個人番号（マイナンバー）カード、運転免許証等）の提示が必要です。
※納税者以外は納税者からの委任状が必要です。

（3）	閲覧（固定資産課税台帳の写し、名寄せ帳）
所有する固定資産の価格や税額等が記載された課税台帳の写しを取得（閲覧）できる制度です。
また、所有者以外にも借地借家人その他固定資産を処分する権利を有する一定の方も、使用ま
たは収益の対象となる部分について、取得（閲覧）できます。

閲覧場所
土地・家屋 ⇒� 新長田合同庁舎市税の窓口または土地・家屋が所在する区の市税の窓口	

（兵庫・北神・長田・西区役所には市税の窓口はありません）

償却資産　 新長田合同庁舎市税の窓口
※インターネット・郵送でも請求できます。
詳しくは「閲覧（固定資産課税台帳の写し・名寄せ帳 )」

閲覧手数料
1 年度 1 区 1 所有者ごとに 300 円
※縦覧期間中（上記（2）参照）は無料（固定資産を処分する権利を有する一定の方を除く）
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	⁃ 土地の固定資産税・都市計画税の特例
（1）	住宅用地に対する特例措置

居住用の家屋の敷地（住宅用地）については、その税負担を特に軽減する必要があることから、
課税標準の特例があります。住宅用地の課税標準額は、評価額に特例率（住宅用地特例率）を乗
じた額が上限です。

住宅用地の範囲
特例の対象となる「住宅用地」の面積は、家屋の敷地面積（家屋の延床面積の 10倍が限度です）に
下表の率を乗じて求めた面積です。

（2）	市街化区域農地に対する特例措置
課税の適正化措置（宅地並課税）の対象となる市街化区域農地の課税標準額は、評価額に特例
率を乗じた額が上限です。

（3）	負担調整措置
評価額が急激に上昇した土地については、税負担の上昇が緩やかになるよう、課税標準額を徐々
に上昇させる負担調整措置があります（課税標準額が評価額に対してどの程度まで達しているか
を示すものを「負担水準」といいます）。
このため、例えば過去の評価替えにおいて評価額が急激に上昇した一方で、負担調整措置により、
本来負担すべき税額まで段階的に引き上げている過程にある土地（負担水準が低い土地）につい
ては、評価額が前年度より下がっても、税額が据置きまたは上昇する場合があります。
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	⁃ 家屋の固定資産税の減額措置
（1）	新築住宅に対する減額措置

2026 年 3 月 31 日までの間に新築された住宅について、次の要件をすべて満たす場合は、新築
後の一定期間、固定資産税が減額されます。なお、都市計画税は減額されません。新築住宅に対
する減額措置は、原則申告がなくとも適用されます。手続きは不要です。ただし、減額対象の住
宅のうち、以下の要件をすべて満たすものについては申告書の提出が必要です。
	⁃３階建以上の耐火（準耐火）構造の住宅であること。
	⁃ �「専有部分の床面積＋持ち分で按分した共用部分の床面積」が	
４０平方メートル以上５０平方メートル未満であること。
	⁃建築当初より賃貸住宅として利用されていること。

新築住宅が長期優良住宅の場合
通常の住宅と比べて、使用期間が特に長い長期優良住宅として、着工までに市の認定 を	
受けた新築住宅に限り、下表のとおり減額期間が延長されます。
また、認定長期優良住宅の減額を受けるには、新築された年の翌年の 1 月 31 日までに固定資
産税第 1 ～ 3 課へ申告してください。

長期優良住宅の認定については、建築住宅局建築指導部建築安全課（☎（078）595-6557) へお問い合わせください。

減額要件

❶居住部分の床面積が当該家屋の床面積の２分の１以上であること
❷居住部分の床面積が一戸あたり 50㎡ ( 一戸建以外の貸家住宅の場合は 40㎡ ) 以上	
	 280㎡以下であること

居住部分の床面積は、分譲マンション等の区分所有家屋については、「専有部分の床面積＋持分で按分した共用	
	 部分の床面積」で判定します。また、賃貸マンション等についても、独立的に区画された部分ごとに区分所有家	
	 屋に準じた方法で判定します。

減額割合・減額期間
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（2）	その他の減額措置
2026 年 3 月 31 日までの間に、以下の工事を実施した住宅について、一定の要件を満たす場合
は、改修工事の翌年度分の固定資産税が減額されます。なお、都市計画税は減額されません。
以下の改修工事の完了日から３か月以内に固定資産税第１～３課へ申告してください。
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長寿命化の大規模修繕工事をした分譲マンションへの減額措置の要件等および上記について	
詳しくは▶「家屋」  

	⁃ その他の届出等のお願い
下記のような場合は、ご連絡ください。
	⁃住所（送付先）を変更した場合	 	
	⁃所有者がお亡くなりになった場合
※相続登記義務化に伴う不動産の登記手続きは、不動産の所在地を管轄する地方法務局へご相談ください

	⁃未登記の家屋の所有者を変更した場合
	⁃家屋を新築、増改築、（一部）取り壊した場合
	⁃住宅を店舗に変える等家屋の用途を変更した場合
※一般倉庫から冷蔵倉庫、または冷蔵倉庫から一般倉庫になった場合も含む

詳しくは ▶ 「冷蔵倉庫用建物における固定資産税の取扱い」 
	⁃共用私道を所有している場合（一定の要件を満たす場合、その私道の固定資産税が非課税または減額となります）
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4.	 軽自動車税
軽自動車税は、原動機付自転車・軽自動車・小型特殊自動車・二輪の小型自動車に対して課税
されます。

	⁃ 軽自動車税（種別割）を納める人（納税義務者）
毎年 4月 1日（賦課期日）に、原動機付自転車・軽自動車・小型特殊自動車・二輪の小型自動車を所有している人

	⁃ 年税額
原動機付自転車、二輪の軽自動車および二輪の小型自動車、小型特殊自動車

軽四輪等（三輪以上の軽自動車）
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軽自動車税（種別割）のグリーン化特例（軽課）

2023 年 4 月 1 日から 2024 年 3 月 31 日までに最初（新車）の新規検査を受けた軽四輪等で、
排出ガス性能および燃費性能の優れた環境負荷の小さいものは、2024 年度分に限り下表の年税
額を適用します。

	⁃ 納付方法
毎年 5 月にお送りする納税通知書兼納付書で、５月末日までに納付が必要です。
なお、軽自動車税（種別割）には、自動車税（種別割）のような月割課税制度はありません。

	⁃ 環境性能割
環境性能割は新車・中古車を問わず購入価格が 50 万円を超える車両に課税されます。
賦課徴収は都道府県が行っています。

お問い合わせ先
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	⁃ 減免制度（電子、郵送または窓口で手続きできます）
申請により、身体障害者等または身体障害者等と生計同一の者が所有する軽自動車等で一定の
要件にあてはまるものは、身体障害者等 1 人につき 1 台に限り免税されます。
※自動車税（種別割）が減免されていない場合に限る
※窓口は市税の窓口または新長田合同庁舎２F の軽自動車税の窓口です

	⁃ 原動機付自転車のナンバープレート

なお、特定小型原動機付自転車（いわゆる電動キックボード等）に対しては、安全性の観点から、
車体幅に収まるような、従来の原動機付自転車のものよりも小型のプレートを交付します。

	⁃ 申告
軽自動車などを取得・住所変更された場合は７日以内に、廃車や譲渡された場合は 30 日以内に、
申告してください。
なお、原付等の登録、廃車等の手続きは、①電子申請　②郵送申請　③窓口申請が可能です。

詳しくは ▶ 「原付等の申請受付窓口」
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原動機付自転車、小型特殊自動車の申告の際に必要な書類など
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５.	 市たばこ税
市たばこ税は、製造たばこの製造者などが神戸市内の小売販売業者に売り渡した製造たばこに
かかる税金です。

	⁃ 市たばこ税を納める人（納税義務者）
製造たばこの製造者、特定販売業者（外国産たばこの輸入業者）、卸売販売業者

	⁃ 税額の計算方法と税率

税額の計算方法

税　　　　　額

	⁃ 申告と納付方法
製造たばこの製造者などが、毎月初日から末日までの間に売り渡した製造たばこにかかる税額
を、翌月末日までに申告して納付します。

	⁃ 手持品課税
税率の引き上げにより、引き上げ時点において一定本数以上のたばこを所持（販売用）する	
たばこの小売販売業者等には、たばこ税の「手持品課税」が実施されます。

売渡し等をした製造たばこの本数 ×税率

1,000 本につき 6,552 円
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6.	 入湯税
入湯税は、鉱泉浴場（温泉施設）に入湯する人にかかる税金です。
鉱泉浴場の保護管理施設、消防施設の整備や観光の振興などの財源として活用します。

	⁃ 入湯税を納める人（納税義務者）
鉱泉浴場（温泉施設）に入湯する人

	⁃ 税額
宿 泊 を 伴 う 入 湯　
日 帰 り の 入 湯

　　
1 人 １ 泊
1 人 １ 日

　　　
1 5 0 円
　 7 5 円

	⁃ 入湯税がかからない人
◯７歳未満の子ども
◯共同浴場や一般の公衆浴場に入湯する人
◯社会福祉施設に入湯する人
◯日帰りの入湯であって、利用料金が 1,200 円（消費税別）未満のものに入湯する人
◯修学旅行などの学校行事 ( 短大、大学を除く ) に参加し、温泉施設に入湯する人

	⁃ 申告と納付方法
温泉施設を経営する人が入湯する人から徴収し、毎月末日までに前月分の入湯客数、税額、そ
の他必要な事項を申告して納付します。
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7.	 事業所税
事業所税は、東京都や政令指定都市のほか、主に人口 30 万人以上の都市が、都市環境や都市
需要の整備に要する費用に充てるため、一定規模以上の事業を営み、人や車両が参集する原因と
なる法人または個人にかかる税金です。
事業所等の家屋床面積を課税標準とする「資産割」と、事業所等の従業者給与総額を課税標準
とする「従業者割」があります。
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第２章　国と県の税金
	⁃ 国の税金
所得税、法人税、地方法人税、特別法人事業税、復興特別所得税相続税、贈与税、
登録免許税、印紙税、消費税、酒税、たばこ税、たばこ特別税、揮発油税、地方揮発油税、
石油ガス税、航空機燃料税、石油石炭税、電源開発促進税、自動車重量税、国際観光旅客税、
関税、とん税、特別とん税

詳しくは ▶ 財務省ホームページ、国税庁ホームページ、インボイス制度

所得税、相続税など国税のお問い合わせ先

詳しくは ▶ 「タックスアンサー」

	⁃ 兵庫県の税金
個人県民税、法人県民税、事業税地方消費税、不動産取得税、県たばこ税、
ゴルフ場利用税、軽油引取税、自動車税種別割、自動車税環境性能割、鉱区税、固定資産税
（※一定の額を超える大規模償却資産にかかるもの）、狩猟税

詳しくは ▶ 兵庫県税務課ホームページ

自動車税、不動産取得税など県税のお問い合わせ先
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第３章　納税のご案内
1.	 市税の納付方法
	⁃ 窓口での納付場所
	⁃全国の eL-QR 対応金融機関（eL-QR がついた納付書に限る）	

	  利用可能な金融機関は eLTAX ホームページをご確認ください。
	⁃市の指定金融機関等（eL-QR がついていない納付書でも納付できます）
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	⁃ 口座振替（自動払込）による納付
以下の各種方法により手続きできます。
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	⁃ クレジットカードやネットバンキングによる納付

	⁃ スマホ決済アプリによる納付
納付の方法

スマホ決済アプリを起動して、納付書に記載の eL-QR を読み取り納付します。
利用可能なアプリについては、「地方税お支払サイト」をご確認ください。

注意事項

	⁃領収証書は発行されません。
	⁃車検用（継続検査用）納税証明書が必要な場合は別途申請が必要です。
※納付後すぐ証明書を申請される場合は、各区市税の窓口・新長田合同庁舎へお越しください
	 （兵庫・北神・長田・西区役所、サービスコーナーでは発行できないことがあります）。
	⁃納付手続き完了後に納付の取り消しはできません。
	⁃納付書に記載された取扱期限を過ぎると納付できません。
	⁃金融機関やコンビニでは納付できません。
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2.	 過誤納金の還付
	⁃ 過誤納金とは
納付した後に、減額の変更（減額の更正、減額の賦課決定、賦課の取消など）により納めすぎと	
なった税金（過納金）や、二重に納付するなど誤って納めた税金（誤納金）のことです。
これらの過誤納金はお返しします（還付といいます）。ただし、その還付を受けるべき納税者等
に納期限を過ぎても未納となっている市税や延滞金が残っている場合は、そちらに充当した後、
残額があれば還付します。

	⁃ 還付の方法
還付金は口座振込みにより還付します。口座振替制度を利用しているなど口座情報が判明して
いる人については、その口座に振り込みます。口座情報が不明な人は、還付金の受取口座を指定
が必要です。
還付もしくは充当した市税がある場合は「過誤納金還付兼充当通知書」でお知らせします。
なお、「過誤納金還付兼充当通知書」を発行した日から５年を経過すると、還付金の受け取りが
できなくなります。

3.	 滞納
税金を納期限までに全額納付されないことを「滞納」といいます。
神戸市では、ほとんどの人が納期限内に納付していますが、中には滞納となる人もいます。
市税を滞納すると、延滞金などで納税者自身にとって不利益となるだけでなく、それを集める
ための事務に費用がかかります。この費用は、本来は市民のくらしや福祉・教育・文化などに	
使われるべき市税から支出されます。
市税は市民みんなの財産です。必ず納期限までに納めてください。

	⁃ 納期限後の納付には延滞金がかかります
市税を納期限までに納付されない場合は、税金のほかに延滞金がかかります。
納期限までに完納されない場合、納期限の翌日から納付の日までの日数に応じて延滞金が	
課されます。
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延滞金の率
2000年1月1日以後の期間については特例の割合が適用されており、この率は毎年見直されます。
ただし、特例の割合が本則の割合を超える場合は、本則の割合が適用されます。

	⁃ 市税の納付が困難なときは
火事、風水害などの災害にあわれたり、所得が著しく減少したなど特別な事情により、	
市税の納付が困難な場合には、一定期間納税を猶予したり、市税を減免する制度があります。	
適用されるかどうかの判断には、詳しく事情をお聞きする必要がありますので、お早めにご相談ください。

	⁃ 納税の猶予 
「猶予の申請の手引」は「市税の納付が困難なときは」からダウンロードできます。

徴収猶予
次の事情により、市税を一時に納めることが困難な場合は、申請に基づき、原則として	
1 年以内の期間に限り、徴収猶予が認められる場合があります（担保の提供が必要な場合あり）。
①災害を受けまたは盗難にあったとき
②本人または生計を一にする家族が病気にかかったときまたは負傷したとき
③廃業または休業したとき
④事業につき著しい損失を受けたとき
⑤法定納期限から１年を経過した後に、納付（納入）すべき税額が確定したとき

換価の猶予
市税を一時に納めることにより、事業の継続または生活の維持を困難にするおそれがあると	
認められる場合は、申請に基づき、原則として１年以内の期間に限り、換価の猶予が認められる
場合があります（担保の提供が必要な場合あり）。

	⁃ 市税の減免 
次にあてはまる場合は、申請に基づいて右の市税が減免されることがあります。
○災害を受けた場合 　　　　⇒ 個人住民税、固定資産税・都市計画税
○生活扶助を受けている場合 ⇒ 個人住民税、固定資産税・都市計画税
○所得が著しく減少した場合 ⇒ 個人住民税
○身体障害者等のために軽自動車等を専用している場合 ⇒ 軽自動車税
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	⁃ 滞納処分
納期限までに全額が納付されない場合は、納付した人との公平を保つため、また市民みんなの
財産である市税を確保するため、督促状や催告書をお送りし、財産調査のうえ、差押えをはじめ
とする滞納処分を行います。

差押え

滞納市税について、法律で「督促状を発した日から 10 日を経過した日までに完納しないとき」
は「財産を差し押さえなければならない。」と定められています。
したがって、このような場合には、その人の財産 ( 給与、年金、預貯金、生命保険、不動産、動産、
有価証券等 ) を差し押さえます。

差押財産（不動産等）の公売

差し押さえた後も滞納が続いた場合、差押財産（不動産等）を公売（強制的に売却）し、	
売却代金を滞納市税に充当します。
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4.	 納税者の権利救済制度－不服申立て
	⁃ 審査請求
市税の課税の決定、滞納処分（督促、差押え等）などに関して不服がある場合は、市長に対し
文書により審査請求をすることができます。

審査請求ができる期間

	⁃「市税の課税の決定」に不服のある場合	
	 	原則として納税通知書を受け取った日の翌日から起算して 3 か月以内
	⁃「督促」に不服のある場合	

	 	原則として督促状を受け取った日の翌日から起算して 3 か月以内
	⁃「不動産等の差押え」に不服のある場合	

	 	原則として差押えの決定の通知（差押調書、差押書）を受け取った日の翌日から起算して	
	 	3 か月以内、またはその公売期日等のいずれか早い日

提出先 ▶ 処分を行った担当課または行財政局総務課（審査請求担当）

	⁃ 審査の申出
土地・家屋・償却資産の評価額に不服がある場合、2024 年度の価格について、原則として４
月１日から納税通知書の交付を受けた日後３か月を経過する日まで、固定資産税企画課、固定資
産税第１課、固定資産税第２課、固定資産税第３課（以下「固定資産税関係課」といいます。）	
または神戸市固定資産評価審査委員会に対して書面で審査の申出をすることができます。
提出にあたっては、固定資産税関係課に評価内容の説明を受けた上で提出してください。

提出先 ▶ 新長田合同庁舎固定資産税関係課	
	 	   神戸市固定資産評価審査委員会

上記の不服申立て ( 審査請求・審査の申出 ) の決定に対しても不服がある場合は、さらに裁判
所に訴えることができます。

詳しくは ▶ 「審査申出（固定資産課税台帳に登録された価格に不服がある場合）」



46

第４章　市税の証明書
	⁃ 市税の証明書の概要
市税の証明書には以下のものがあります。

本人確認書類・委任状

（1）	市税の証明書を請求する方の本人確認書類
	⁃官公署が発行した顔写真付きの証明書（１点）	

	  運転免許証、個人番号（マイナンバー）カード、旅券（パスポート）等
または、次のもの（２点以上）
	⁃健康保険被保険者証、年金手帳、社員証、学生証、通帳、各種カード類（氏名が確認できるもの）等

（2）	委任を受けた人は委任状、承諾書等（原本）
※法人に関する証明書を従業員が請求する場合は、代表者からの承諾を得ていることがわかるものの添付が必要です
※車検用納税証明書を請求する場合は、「車検証（その写し）の提示」または「納税証明書交付申請書へ納税義務	
	 者の住所・氏名・車両標識番号の記入」でも委任関係を認定しています

	⁃ インターネット請求
請求できる証明書は以下の表のとおりです。

詳しくは ▶ 「市税の証明書交付申請」
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	⁃ 所得・課税（非課税）証明書のコンビニ等での取得
下表のコンビニ等にマイナンバーカードを持参してください（電子証明書の４桁の暗証番号が必要です）。

注意事項
	⁃現年度・前年度分のみ発行できます
	⁃市外転出により本市に住民票が無い場合は発行できません
	⁃住所や課税内容に変更があった場合、一定期間、最新情報の証明書は発行できません
	⁃取得された証明書の返金・交換はできません
	⁃本市に申告書や給与支払報告書等の提出がない方は発行できません	

	 ただし、配偶者控除または扶養控除の対象者として認定されている方は発行できます
詳しくは ▶ 「証明書コンビニ交付サービス」

	⁃ 郵送請求
以下の必要書類を新長田合同庁舎２階市税の窓口（〒 653-8762）へ郵送してください。

詳しくは ▶ 「住宅用家屋証明書の交付申請」



48

	⁃ 窓口請求
窓口で本人確認を行います。本人確認書類・委任状はいずれも原本を持参してください。

注意事項

�❶について納付後すぐに納税証明書が必要な方は、収納確認のためその税金の領収証書を	
お持ちください。
( 兵庫・北神・長田・西区役所、サービスコーナーでは納付後すぐには発行できません。)
�❶のうち滞納がないことの証明書、公益法人認定等申請用は新長田合同庁舎 2 階市税の窓口	
のみ発行できます。
�❶❷のうち届出・申告等が必要なものは各区にあるテレビ電話で対応します。
�❶は今年度を含めて 4 年度分、❷❸は今年度を含めて 5 年度分までさかのぼって申請できます。
�❸の一部は、新長田合同庁舎 2 階市税の窓口と物件が所在する区の市税の窓口でしか発行	
できません。
�❹の申請の場合は本人確認書類および委任状は不要です。


